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地方税法における翠負担軽減措置等の主な類霊

織間 代表例� 

A 課税の免除や繰延べなど;

税負担の軽減等を図るもの

-社会保韓診療報農販の益金・議金不算入措霊〈事業務・本車〉

集議療法人iこ探る続率の轄例議議く家業種・本関〉

膨� f主宅f昔入金等特訓税額控離の特例措寵〈住宅口…ン捜緯) (税練移譲 iこ伴う措驚〉

〈個人住民税・附則〉

-住宅及び土地の取得に係る税擦の特例措置(本側4%を3')も) (不動態取得税・附員1])

・新築住宅に係る特斜搭置く臨定資撲殺・開員。〉

・一畿電気事業者が新設した変電所又は送電譲設に綴る特i91� J譜葺く器定資産設・本態〉

・儀動車取得税の鱒穣的な税率経議機翠〈エコカー議税) (自動車騒樽税・~付員IJ)

剥軽油51取税の課税免除の特例措驚〈軽油引取税・附員I 等J)

日 本期に定める藤魁と異な
f長期譲j護所得の課税の特例措置く搬入住民税調関関〉膨� 

a株式等!こ係る譲渡跨霧等の課税の特伊i器量〈鍾人投箆稜.I前爵〉
る課税方式を定めるもお

繍土地iこ罷る負担欝護措聾〈冨定資麓貌・熊員1]) 等� 

C 租税回避の防止や謀税の� 

i厳正化を図るもの� 
-軽油写|取税!こ保るみなし揮発油の特例措置く軽油引取税期間す聞〉

IDそお他

徴収方法の特例

l剛手続の特例 等

-地方消費税の賦課徴収の特例等〈地方消費税・附員1]) 等

等



地方税法による特例措置 (338項毘〉の概要


法人住民税繍
軽油引取税務係

自動車取得税関係 7

固定資叢税・

都市計関税関係 135

事業税関係 25

不動産取得韓関係 80

(注1)よ翻のほか、鑓の租税特溺撞置の直接の影響を箆lするものが、他人住民税関保で所得税関係111件中41件、法人
ニ税額係で法人税麗係92件中88件ある。

む主的平成21年5月26臼家での公布法令iこ基づいている。



地方税法における税負担軽減措置等による増減収見込翻


(単位:億円)

増減収計

個人住畏税関係  

増収毘込額減収見込額

.... 2，680 


法人住民税・事業税関罷 
  

.... 2，680 


企 1，050

不動態取縛税関係

.... 1，050 

.... 4，650 


関定資産税鏑郁需計麗税関様
 

企 4，650
 

企 2，670


自動車取得税関係 


.... 2.670 


企 1，540 +840 .... 700 


軽油引取税関 { 系 
  .... 960 +4，940 十 3，980


.... 80 
 .... 80 
{臨のそ

d口h 計 企 13，630 +5，780 企 7，850
 

(2主}地方税法の緩まをによる特例のうち、平成21若手渡!こ適用される機援に基づく増減収~込額{半年度ベース)が 10億円以上のものについて
試算したものである。
上況のほか、留の穏税特別措置の夜空襲の影響を受けるもので、増減収綴が 10億円以上のものが、個人主主E義務関係 À2， 580~撃問、法人

二税障還を寒A2，860億円、十 1，620億円ある。 
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地方税法における税負担軽減措量等の遥爵期限による分類(増減城見込穣忍び項目数〉

{単位:億円 [1'牛])

適用慾緩あり
滋� F諸芸書課なし 合 言十� 

21年度末� 22年皮来� 23年度末� 24年度来� 25年度以降� 
(r溺分の億j憲君主む〕

個人俊民 税事喜係�  A 120 [3J 一� A 40 [1] [2] A 2，520 [30J 企� 2，680 [36J 

j恋人住民税"事業税関係� A 60 [2] [2] [2] [8J A 990 [1 1] A 1，050 [25] 

不動援取 得税関係 企� 10 [25] A 130 [23] A 4，500 [2] [3] A 10 [27J A 4，650 [80] 

臨ま控室電運主税・都市営十蛮税詰目係� A 1.680 [41] 企� 20 [28] A 200 [14J A 160 [4] 一� [4J A 610 [45] 企� 2，670 [135] 

自動議取得税関係�  A 10 [3] A 1，390 [2] A 140 [2] 
+840 

A 1.540 [7] 

+840 

軽� j自民政 税 弱 音 楽 �  A 930 [1] +4，940 [1] A 30 [2] 
企� 960
+4，940 [4] 

そ の 他� [2] [2] 一� [3] [1] 一� [1] A 80 [42J A 80 [51] 

:合 言十� A 1，880 [76] A 150 [55] A 7，020 [22] A 200民;� A 140 [21] A 4，240 [157] A 13，630 [338J 
+5，780 +札780
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(主主行各宅建!3I;;t， j曲ブ官製造の主霊祭による特例捻蓄量{家露t21年6月26隠現在Hこ若島づ告分類している。[]内のI買闘倣i立、主車方税法の鋭定によるもののみ計上している。� 

(li2)適湾英語録車IJの揃について、ーの環回中lこ湖周鍛猿;/，){j患なる措置がある滋会には、それぞれカウントしている。

{主主3)数値l;;t'評議21年度撤方防総計雲監ベース{平年度〉で毒事るため、実際の鍛縫製来跨織におけるi韓滅A担額i主上記と異な号待る。また、紛例措置を量産成しても、必ずしもよ箆金額が後ちに濯滋滋となる

わけではないe 



地方税法における税額椛減措置等の適用期限毎の増減収見込額(主なもの)


{験後 d幾何〉
滋照 適m芸書緩なし24重手渡米21年度末� 22年後五校� 25年度以降23年度末� 

(r当分の義勇jを会主~)期線� 

主な� 
税負
担較
減機
霞害事

宅金義務領土織の取得iこ 包ヨド霊怒2主公宅跡、ら2緊 密室議議取得税の免税 住宅潜入金書事特溺税綴新築住宅!こ係るき寺WiJ I特定密約会きまが撃を慾 f係る特例援窪 縫された…2をの鈎笈 点の終係諸震 主主i徐の特例議澄〈俊怒4養護霊[fi塁走資産君主] 流動化計溺iこ議づをき� [不軍事室主取得殺] 資主主に係る特例婚後 [幾重選議取得税] ローン控除)取争奪する一定の本数
(A3.350) 【留ま霊童聖書室税� 1 (A140) [億人伎E呈絞}(A1.540)産に係る特例4警護� 

爆後期財産の翼換え 【不動産取得税] (A960)(A160) 等闘効率取得税の時限的型事の常議会の譲渡損失
な税溶軽減指置(エコ 社会保険診療報酬の銚の徴主主i連弾及び繰越� (A90) 
カー減税)銀i徐の特例措驚

毒事
金・損金不算入機畿

[自動車取得税]{倒人住民税1 投資法人が取得する 【事業税]

(A120) 一定の不動産に係る (A960)(A1.390)特例措置� 
公共の危饗防止'のた [不動産取得税} 俊司;;&び土地の取得に

申告を要しない富i:l~議所得
係る税導監の特例議;置めに殺霊堂ぢれた施設 [1蛮人{住民税](A40) [不動産主取得税}又iま設備に係る特例� 

様替霊{隠lE:i電車主税] 害事� (A1.150) (A830) 

豪華治事i産量殺の諜殺免除{企 100) 議事

E章受守j幸融鉄事i襲警Eif露支ま接強要襲主主主義株式会 若葉量殺]
きまが署葬祭omlこ全長す� 

(A930)る留ま監禁愛護霊� 1:::1係る特� 
例捻雪量{語留ま主主聖書室宅建] 等
 

(AlO) 


の
[ 

等

項呂敷� 76 55 22 8 21 157 

合計 �  A 1，880 企� 150 A 7.020 

(注 1)各税目 l立、地方税記長の綴lEによる特例措置(平成21年6月26臼現在)fこ誌づ晋分燃している。

A 200 A 140 
+5，780 

A 4.240 

〔注� 2)適用期限即jの4閣について、ーの項目中に遜周期日盟が輿なる携援がある場合!こi立、それぞれカウントしている。

(注3)数値は平成21年度総1i財政官十日韓ベース(平年度}であるため、実擦の期限到来線織における増話量級額i主上程と異なり得るaまた、警寺普u襲霊童を綴A上しても、必ずしもよ記金額が草ちに増緩よIltとなる
わけではない@� 
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